
証券コード 1783
2023年12月7日

（電子提供措置の開始日 2023年11月30日）
株 主 各 位

東 京 都 港 区 赤 坂 五 丁 目 3 番 1 号

株式会社アジアゲートホールディングス

代表取締役社長 田野 大地

第78回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。
さて、当社第78回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上

げます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記

ウェブサイトに「第78回定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載し
ております。

当社ウェブサイト （https://asiagateholdings.jp）
東京証券取引所ウェブサイト
（https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show）
上記ウェブサイトにアクセスして、当社名又は証券コード（1783）を入力・
検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択の上、ご覧ください。

なお、当日ご出席されない場合は、インターネット又は書面により議決権を行使す
ることができますので、議決権行使についてのご案内を参照のうえ、2023年12月21日
（木曜日）午後６時00分までに議決権行使いただきますようお願い申し上げます。

敬具
記

１．日 時 2023年12月22日（金曜日）午前10時00分

２．場 所 東京都港区赤坂五丁目２番20号

赤坂パークビル13階

ＴＫＰ赤坂カンファレンスセンター ホール13Ｄ

（開催場所が昨年と異なりますので、末尾の株主総会会場ご案内図をご参照の

上、お間違えのないようご注意ください。）

３．目 的 事 項

報 告 事 項 １．第78期（自2022年10月１日 至2023年９月30日）事業報告の内

容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査等委員会の

連結計算書類監査結果報告の件

２．第78期（自2022年10月１日 至2023年９月30日）計算書類の内

容報告の件

決 議 事 項

第１号議案 定款一部変更の件

第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件

第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
以 上
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～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

１．当日の受付開始時刻は午前９時を予定しております。開会間際の混雑緩和のため、

お早めのご来場をお願い申し上げます。

２．当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出く
ださいますようお願い申し上げます。

３．電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内
容を掲載させていただきます。

４．総会ご出席者へのおみやげはご用意しておりませんので、予めご了承いただきま
すようお願い申し上げます。
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議決権行使書用紙を会場受付へご提出ください。（ご捺印は不要です）

株主総会にご出席される方

2023年12月22日（金曜日）
午前10時

開催日時

東京都港区赤坂五丁目２番20号
赤坂パークビル13階
ＴＫＰ赤坂カンファレンスセンター　ホール13Ｄ

開催場所

議決権行使方法についてのご案内

株主総会にご出席されない方

こちらを切り取って

ご返送ください

議決権行使書

議決権行使書

郵送によるご行使
「スマート行使」に
よるご行使

インターネットに
よるご行使

行使期限

2023年12月21日（木曜日）
午後6時必着

行使期限

2023年12月21日（木曜日）
午後6時まで

行使期限

2023年12月21日（木曜日）
午後6時まで

同封の議決権行使書用紙に議
案に対する賛否をご表示いた
だき、行使期限までに到着す
るようご返送ください。
議決権行使書面において、議
案に賛否の表示がない場合
は、賛成の意思表示をされた
ものとして取り扱わせていた
だきます。

同封の議決権行使書用紙の右
下「スマートフォン用議決権行
使ウェブサイトログインQRコー
ド®」をスマートフォンかタブ
レット端末で読み取ります。

【インターネットによる議決権
行使のご案内】をご参照のう
え、行使期限までに賛否をご
送信ください。

 議決権行使ウェブサイト

https://www.web54.net

※ 同一の株主様の重複行使の取り扱い
・�書面とインターネットによる方法と重複して議決権を行使された場合は、インターネッ
トによる議決権行使を有効なものとしてお取り扱いいたします。

・�インターネットによる方法で複数回、議決権を行使された場合は、行使期限内の最後に
行われた議決権行使を有効なものとしてお取り扱いいたします。
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当社指定の議決権行使ウェブサイトに以下のいずれかの方法でアクセス

し、画面の案内に従って賛否をご入力ください。

行使期限　2023年12月21日（木曜日）午後６時まで

（議決権行使結果の集計の都合上、お早めに行使されるようお願いいたします。）

ご不明な点につきましては、以下にお問い合わせくださいますようお願い申し上げます。

株主名簿管理人　三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
議決権行使について 0120-652-031（9：00～21：00）

その他のご照会 0120-782-031（平日9：00～17：00）

❶ �ウェブサイトへアクセス ❷ �ログインし、議
決権行使コード
の入力

❸ パスワードの入力 ❹ �以降は画

面の入力

案内に従

って賛否

をご入力

ください。

インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを

入力する方法

議決権行使コードおよびパスワードを入力することなく
議決権行使ウェブサイトにログインすることができます。

❷ 以降は画面の入力案内に従って賛否をご入力ください。

・株主様のインターネット利用環境、ご加入のサービスやご使用の機種によっては、議
決権行使ウェブサイトがご利用できない場合もあります。

・議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際のプロバイダへの接続料金および通信
事業者への通信料金(電話料金等)は、株主様のご負担となります。

※証券口座に口座をお持ちの株主様は、お取引の証券会社あてにお問い合わせください。

議決権行使ウェブサイト

https://www.web54.net

❶ �議決権行使書用紙
右下のQRコードを
読み取ってくださ
い。

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

見本

議決権行使書
〇〇〇〇〇〇〇〇 御中

〇年〇月〇日

議決権の数

〇〇〇〇個

株主番号

〇〇〇〇〇 1.

2.

3.

「スマート行使」での
議決権行使は

１回に限り可能です。

ご注意

一度議決権を行使した後で行
使内容を変更される場合、再
度QRコードを読み取り、議決
権行使書用紙に記載の議決権
行使コードおよびパスワード
をご入力いただく必要があり
ます。
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事 業 報 告

(自 2022年10月１日
至 2023年９月30日)

１．企業集団の現況に関する事項
(1) 当連結会計年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果

当連結会計年度（2022年10月１日～2023年９月30日）におけるわが国の経済

は、ウィズコロナの下で、政府による各種政策により景気の持ち直しが期待さ

れる一方、ロシア・ウクライナ紛争の長期化、世界的な金融引き締めに伴う景

気下押しリスクと原料・エネルギーコストの高騰等の影響により、引き続き厳

しい状況が続いております。

当社の事業領域である不動産市況は、国土交通省の「令和５年地価公示結果

の概要」によれば、全用途平均・住宅地・商業地のいずれも２年連続で上昇し

ております。また、新型コロナウイルスの影響で弱含んでいた地価は、行動制

限の緩和に伴い、景気が緩やかに持ち直している中、地域や用途などにより差

があるものの、都市部を中心に上昇が継続するとともに、地方部においても上

昇範囲が広がるなど、コロナ前への回復傾向がより顕著となりました。

このような状況下、当社グループの主力事業であるリアルエステート事業に

おいては、前連結会計年度より完全子会社化したNC MAX WORLD株式会社を核と

して、主に都市部を対象として不動産売買を展開いたしました。

また、ヘルスケア事業においては、前連結会計年度より完全子会社化した株

式会社FAIRY FORESTにより５‐ＡＬＡ（５‐アミノレブリン酸）を含むサプリ

メントの販売を行いました。

不動産コンサルティング事業は、現在の会員様に向けたサービスに、よりき

め細かく対応するため、顧客満足度の向上をはかる施策を進めております。

リアルエステート事業及びヘルスケア事業を中心としたグループリソースの

集約を進め、事業ポートフォリオの最適化を実現したことにより、当社グルー

プの収益性は向上いたしました。

この結果、当社グループの連結会計年度の業績は、連結売上高105億86百万

円(前年同期比110.6％増)、営業利益15億３百万円(前年同期比1,888.5％増)、

経常利益14億77百万円(前年同期比2,799.2％増)、親会社株主に帰属する当期

純利益は10億53百万円(前年同期は親会社株主に帰属する当期純損失８億３百

万円)となりました。
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セグメントの業績は次のとおりであります。

なお、当連結会計年度より報告セグメント利益の算定方法を変更したことに

伴い、以下の前年同期比較については、変更後の算定方法で前年同期の数字を

比較しております。

また、以下の売上高にはセグメント間の内部売上高または振替高を含んでお

りません。

（ⅰ）リアルエステート事業

リアルエステート事業については、戸建て需要が旺盛な沖縄地区での販売用

不動産の仕入れ及び販売が堅調に推移し、また首都圏においては不動産価格の

動向を見極めながら、長年培ったノウハウを活かして、都内でも希少性の高い

高級住宅地の販売を行ってまいりました。

また、当社が所有するUnder Railway Hotel Akihabaraについては、海外渡

航制限の緩和に伴いインバウンド需要が復調の兆しを見せており、業績は回復

基調にあります。

以上の結果、売上高98億54百万円（前年同期比141.0％増）、セグメント利益

21億72百万円（前年同期比81.4％増）となりました。

（ⅱ）ヘルスケア事業

ヘルスケア事業については、５‐ＡＬＡ（５-アミノレブリン酸）を含むサ

プリメントの販売が堅調に推移しました。

株式会社FAIRY FORESTによるEコマースを中心とした販売の他に、堅調な販

売を背景に他社からの引き合いによるBtoB取引や、越境ECによる海外向けの販

売も開始しておりますが、販路拡大に伴う広告宣伝費の支出により収益化に遅

れが生じております。

以上の結果、売上高7億7百万円（前年同期比92.0％増）、セグメント損失80

百万円（前年同期はセグメント損失△87百万円）となりました。

（ⅲ）不動産コンサルティング事業

不動産コンサルティング事業については、事業規模を縮小して、きめ細かな

対応で顧客満足度の向上をはかる施策を推進しました。

以上の結果、売上高23百万円、セグメント損失66百万円となりました。

② 設備投資の状況
当連結会計年度において実施した重要な設備投資の総額はリースを含め

て24,585千円となりました。その主な内容はNC MAX WORLD株式会社の本社
移転に伴う本社設備であります。

③ 資金調達の状況
当社は新株予約権の発行及び新株予約権の行使を受けたことにより、121,800

千円の資金調達を行いました。
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(2) 企業集団の財産及び損益の状況

区 分
第 75 期

(2020年9月期)
第 76 期

(2021年9月期)
第 77 期

(2022年9月期)

第 78 期
(当連結会計年度)
(2023年9月期)

売 上 高 (千円) 2,474,885 6,894,583 5,027,291 10,586,030

経常利益又は経常損失（△） (千円) △1,304,977 217,227 50,951 1,477,189

親会社株主に帰属す
る当期純利益又は親
会社株主に帰属する
当期純損失（△）

(千円) △3,723,542 △977,219 △803,640 1,053,156

１株当たり当期純利
益又は1株当たり当
期純損失（△）

(円) △64円44銭 △16円48銭 △5円75銭 6円21銭

総 資 産 (千円) 10,296,893 5,291,867 7,471,517 7,546,020

純 資 産 (千円) 3,793,767 3,376,708 5,227,670 6,401,948

１株当たり純資産額 (円) 64円77銭 50円93銭 30円64銭 37円19銭

(注)１．△印は、損失を示しております。
２．第77期より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を適

用しており、第77期以降の財産及び損益の状況については、当該会計基準等を適用した後
の数値を記載しております。
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況（2023年９月30日現在）
① 親会社との関係

該当事項はありません。
② 重要な子会社の状況
(※印は子会社が保有する株式を含んでおります。）

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

ＮＣ ＭＡＸ ＷＯＲＬＤ株式会社 10,000千円 100% リアルエステート事業

株式会社SPACE HOSTEL 5,000千円 100% リアルエステート事業

株式会社ハンドレッドイヤーズ 10,000千円 100% ヘルスケア事業等

株式会社FAIRY FOREST 5,000千円 ※100% ヘルスケア事業

株式会社NSアセットマネジメント 15,000千円 100% 不動産コンサルティング事業

(4) 対処すべき課題
当社グループは、今後の持続的成長に向けて以下の事項を対処すべき課題と

して認識し、取り組んでまいります。
① 経営資源のコア事業への更なる集中

リアルエステート事業及びヘルスケア事業を当社グループのコア事業と位置
づけ、経営資源を同事業に集中することが課題と認識しており、前連結会計年
度より完全子会社化したNC MAX WORLD株式会社と株式会社FAIRY FORESTにより、
リアルエステート事業とヘルスケア事業において、当連結会計年度では収益に
貢献させることができました。今後も両事業への経営資源の投下を積極的に行
い、更なる収益化をめざしてまいります。
② 各事業の収益安定化

リアルエステート事業においては、販売用不動産の仕入れと販売の時期によ
り、収益が不安定になるとともに、案件の大型化に伴いグループ全体への影響
が大きくなることが課題と認識しております。

ヘルスケア事業においては、「市場環境への対応」及び「製品安定供給の継
続」が課題と認識しております。こうした課題への取り組みとして、更なる固
定客の確保と販路の拡大をめざしてまいります。
③ 人材の確保と育成

当社グループを成長させていく上では、人材の確保と育成が重要な課題であ
ると認識しております。課題の解決に向けて、職場環境の整備や働き甲斐のあ
る制度設計等を整えることに注力してまいります。また、採用や教育において
は、従業員の特性を引き出し、やりがいを見出す職場づくりをめざしてまいり
ます。
④ 事業規模の拡大

当社グループは、社会に貢献する企業体を創造するために、事業規模の拡大
が必要な課題として認識しております。単なる規模の拡大にとどまらず、より
付加価値の高い不動産・サービスを社会に提供していく企業や事業の開発を進
めてまいります。
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(5) 主要な事業内容（2023年９月30日現在）

セ グ メ ン ト 事 業 内 容

リアルエステート事業
不動産売買、不動産売買に関する権利調整業務、自己保有不動産の活用
並びに収益の見込める物件への投資

ヘ ル ス ケ ア 事 業 ５‐ＡＬＡ（５‐アミノレブリン酸）を含む商品の流通と販売

不動産コンサルティング事業 不動産投資家向けの専門的なサポート及び有益な情報発信

(6) 主要な営業所（2023年９月30日現在）

名 称 所 在 地

当 社 本社：東京都港区

NC MAX WORLD株式会社 本社：東京都中央区

株式会社SPACE HOSTEL 本社：東京都港区

株式会社ハンドレッドイヤーズ 本社：東京都中央区

株式会社FAIRY FOREST 本社：東京都港区

株式会社NSアセットマネジメント 本社：東京都港区

(7) 使用人の状況（2023年９月30日現在）

① 企業集団の使用人の状況

セ グ メ ン ト 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

リ ア ル エ ス テ ー ト 事 業 11名(0) 5名増

ヘ ル ス ケ ア 事 業 2名(0) 1名減

不動産コンサルティング事業 2名(0) 9名減

全 社 （共 通） 6名(0) 1名減

合 計 21名(0) 6名減

(注) 使用人数は就業員数であり、臨時雇用者数（パートタイマー等を含む）は、（ ）内に年間の
平均人員を外数で記載しております。

② 当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

10（0）名 1名減 45.2歳 1.0年

(注) 使用人数は就業員数であり、臨時雇用者数（パートタイマー等を含む）は、（ ）内に年間の
平均人員を外数で記載しております。
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(8) 主要な借入先の状況（2023年９月30日現在）

借 入 先 借 入 額

七島信用組合 286,200千円

大東京信用組合 90,000千円

㈱日本政策金融公庫 7,000千円

㈱千葉銀行 6,108千円

(注)上記の額には連結子会社の借入金も含んでおります。

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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２．会社の株式に関する事項（2023年９月30日現在）

(1) 発行可能株式総数 645,771,404株

(2) 発行済株式の総数 170,042,851株

(3) 株主数 32,337名

(4) 大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

ア ク セ ス ア ジ ア 株 式 会 社 34,059千株 20.02％

黄 俊 利 3,600千株 2.11％

江 川 源 3,300千株 1.94％

江 川 麗 子 2,593千株 1.52％

河 田 敏 秀 2,564千株 1.50％

浅 野 利 広 2,354千株 1.38％

鶴 田 亮 司 2,200千株 1.29％

中 原 証 券 株 式 会 社 2,060千株 1.21％

加 藤 香 菜 実 1,604千株 0.94％

大 阪 鋼 圧 株 式 会 社 1,600千株 0.94％

(注)１．当社は、自己株式を202株保有しております。
２．持株比率は、自己株式を控除して計算しております。
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３．会社の新株予約権等に関する事項（2023年９月30日現在）

その他新株予約権に関する重要事項
2021年12月30日開催の株主総会決議による新株予約権（第６回新株予約権）

(1) 新株予約権の払込金額

１個につき153円

(2) 新株予約権の行使金額

１株につき58円

(3) 新株予約権の行使条件

① 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点におけ

る授権株式数を超過することとなるときは、当該本新株予約権の行使を

行うことはできない。

② 各本新株予約権の一部行使はできない。

(4) 新株予約権の行使期間

2022年１月14日から2024年１月12日まで

(5) 保有状況

新株予約権の数 目的となる株式の種類及び数

アクセスアジア株式会社 475,000個 普通株式 47,500,000株

株式会社エム・クレド 125,000個 普通株式 12,500,000株

※新株予約権の発行時における内容を記載しています。
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４．会社役員に関する事項
(1) 取締役の状況（2023年９月30日現在）

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 田 野 大 地

NC MAX WORLD 株 式 会 社 取 締 役
株式会社NSアセットマネジメント 代表取締役
株式会社ハンドレッドイヤーズ 取締役
株 式 会 社 FAIRY FOREST 取 締 役
株 式 会 社 SPACE HOSTEL 代 表 取 締 役

取 締 役 齋 藤 顕 次

株式会社 Webplus Japan 代表取締役
NC MAX WORLD 株 式 会 社 取 締 役
株式会社ハンドレッドイヤーズ 取締役
株 式 会 社 FAIRY FOREST 取 締 役
グローム・ホールディングス株式会社取締役

取 締 役 伏 見 泰 治
公益財団法人ツネイシ財団代表理事
株式会社乃村工藝社 取締役（監査等委員）

取 締 役 埴 原 茂 幸

取 締 役 木 多 秀 夫 株式会社ユーピーマネジメント 代表取締役

取締役(常勤監査等委員) 山 本 光 一 山 本 光 一 国 際 会 計 事 務 所 所 長

取 締 役 ( 監 査 等 委 員 ) 藤 本 一 郎

弁護士法人創知法律事務所 代表社員
公 益 財 団 法 人 中 辻 創 智 社 理 事
深圳鑫金浪電子有限公司 副董事長
扶 和 ド ロ ー ン 株 式 会 社 監 査 役
神 戸 大 学 法 科 大 学 院 非 常 勤 講 師
グローム・ホールディングス株式会社 代表取締役会長

取 締 役 ( 監 査 等 委 員 ) 藤 谷 彰 男
ふ じ た に 司 法 書 士 事 務 所 所 長
NC MAX WORLD 株 式 会 社 監 査 役

(注）１. 取締役伏見泰治氏、埴原茂幸氏及び木多秀夫氏、監査等委員である取締役山本光一氏、藤本

一郎氏及び藤谷彰男氏は社外取締役であります。

２. 当社は、取締役伏見泰治氏、埴原茂幸氏、木多秀夫氏及び監査等委員である取締役山本光

一氏、藤本一郎氏、藤谷彰男氏を、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員とし

て指定し、同取引所へ届け出ております。

３. 監査等委員会の監査・監督機能を強化するため、取締役（監査等委員である取締役を除

く。）からの情報収集及び重要な社内会議における情報共有並びに内部監査部門と監査等委

員会との十分な連携を可能とすべく、山本光一氏を常勤の監査等委員である取締役として

選定しております。

４．監査等委員である取締役山本光一氏は、税理士の資格を有しており、税務及び会計に関す

る相当程度の知見を有しております。

(2) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社

との間で締結しております。当該保険契約の被保険者の範囲は、当社及び当社子会社

の全取締役、監査役等であります。当該保険の保険料はすべて当社が負担しており、

被保険者が、その職務の執行に関し責任を負うことまたは当該責任の追及に係る請求

を受けることによって生ずることのある損害賠償金や争訟費用等を当該保険契約によ

り補填することとしておりますが、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないよ
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うにするため、法令違反の行為であることを認識して行った行為に起因して生じた損

害は補填されないなど、一定の免責事由を設けております。

(3) 当事業年度に係る取締役の報酬等

① 基本方針

取締役の個人別の報酬等の内容に関する決定方針については、取締役会にて

決議しております。

当社の取締役の報酬は、事業継続の安定性を重視し、固定の金銭報酬である

基本報酬として毎月支払うこととしています。個々の取締役の報酬は、取締役

の役位、経営能力、職責、在任年数、社会的地位等を踏まえ、当社の業績を考

慮しながら、総合的に勘案して決定するものとしております。

② 取締役の個人別の報酬の内容についての決定に関する事項

個々の取締役の報酬については、取締役会規程に基づき、代表取締役が具体

的内容についての委任を受けるものとされており、代表取締役社長である田野

大地が委任を受け、担当職務、会社業績、世間水準を考慮して、株主総会で決

議された報酬総額の限度内で報酬額等を決定し、取締役会も決定内容が基本方

針に沿うものであると判断しております。

代表取締役に委任する理由は、当社全体の業績等を勘案しつつ、各取締役の

職務について評価を行うには、代表取締役が最も適していると判断しているた

めであります。

③ 当事業年度に係る報酬等の総額

役員区分
報酬等
の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象とな
る役員の
員数

固定
報酬

業績連動

報酬

非金銭

報酬等

退職

慰労金

取締役
（監査等委員である取

締役を除く）（社外取締

役を除く）

42,300 42,300 ― ― ― 2名

社外取締役
（監査等委員である取

締役を除く）
16,800 16,800 ― ― ― 3名

社外監査等委員 15,600 15,600 ― ― ― 3名

(注)１．取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬限度額は、2019年７月９日開催の臨時株
主総会において年額360百万円以内（うち社外取締役分は年額72百万円以内）（当該株主総
会終結時点の取締役の員数は５名（うち社外取締役３名））と決議いただいております。

２．監査等委員である取締役の報酬限度額は、2019年７月９日開催の臨時株主総会において年
額36百万円以内（当該株主総会終結時点の監査等委員である取締役の員数は３名）と決議
いただいております。
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(4) 社外役員に関する事項（2023年９月30日現在）

① 重要な兼職先である他の法人等と当社との関係

区分 氏名 兼職先 兼職内容 当該他の法人等との関係

取締役 伏見泰治

公益財団法人ツネイシ財団 代表理事
当社と公益財団法人ツネイシ財団
との間に重要な取引その他の関係
はありません。

株式会社乃村工藝社
取締役(監
査等委員)

当社と株式会社乃村工藝社との間
に重要な取引その他の関係はあり
ません。

取締役 木多秀夫 株式会社ユーピーマネジメント 代表取締役
当社と株式会社ユーピーマネジメ
ントとの間に重要な取引その他の
関係はありません。

取締役 山本光一 山本光一国際会計事務所 所長
当社と山本光一国際会計事務所と
の間に重要な取引その他の関係は
ありません。

取締役 藤本一郎

弁護士法人創知法律事務所 代表社員

取締役藤本一郎氏は、弁護士法人
創知法律事務所の代表社員を兼職
しており、同社との間に業務委託
の取引関係があります。

公益財団法人中辻創智社 理事
当社と公益財団法人中辻創智社と
の間に重要な取引その他の関係は
ありません。

深圳鑫金浪電子有限公司 副董事長
当社と深圳鑫金浪電子有限公司と
の間に重要な取引その他の関係は
ありません。

扶和ドローン株式会社 監査役
当社と扶和ドローン株式会社との
間に重要な取引その他の関係はあ
りません。

神戸大学法科大学院 非常勤講師
当社と神戸大学法科大学院との間
に重要な取引その他の関係はあり
ません。

グローム・ホールディングス株式会社
代表取締役

会長

当社とグローム・ホールディング
ス株式会社との間に重要な取引そ
の他の関係はありません。

取締役 藤谷彰男

ふじたに司法書士事務所 所長
取締役藤谷彰男氏は、ふじたに司
法書士事務所の所長を兼職してお
り、当社の子会社であるNC MAX
WORLD株式会社の不動産取引にお
ける登記業務に係る取引関係があ
ります。

NC MAX WORLD株式会社 監査役
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② 当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

取 締 役 伏見 泰治

ツネイシホールディングス株式会社における経営経験から深い見
識に基づき、当事業年度に開催された取締役会23回のうち23回に
出席し、取締役会において、活発な審議に積極的に参画するとと
もに公平中立な立場から適宜発言を行っております。

取 締 役 埴原 茂幸

当事業年度に開催された取締役会23回のうち23回に出席し、警視
庁における経験から深い見識に基づき、当社の取締役会におい
て、議案・審議等につき、意思決定の妥当性・適正性を確保する
ために適宜発言を行っております。

取 締 役 木多 秀夫

当事業年度に開催された取締役会23回のうち21回に出席し、株式
会社ユーピーマネジメントにおける経営経験から深い見識に基づ
き、当社の取締役会において、議案・審議等につき、意思決定の
妥当性・適正性を確保するために適宜発言を行っております。

取 締 役
(常勤監査等委員)

山本 光一

当事業年度に開催された取締役会及び監査等委員会には、取締役
会23回のうち23回、監査等委員会7回のうち7回に出席し、取締役
会及び監査等委員会において、主に税理士としての専門的知見か
ら意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行ってお
り、公平中立な立場から適宜発言を行っております。

取 締 役
（監査等委員）

藤本 一郎

当事業年度に開催された取締役会及び監査等委員会には、取締役
会23回のうち23回、監査等委員会7回のうち6回に出席し、取締役
会及び監査等委員会において、主に弁護士としての専門的知見か
ら、当社のコンプライアンス体制の構築・維持につき意思決定の
妥当性・適正性を確保するため、公平中立な立場から適宜発言を
行っております。

取 締 役
（監査等委員）

藤谷 彰男

当事業年度に開催された取締役会及び監査等委員会には、取締役
会23回のうち21回、監査等委員会7回のうち5回に出席し、取締役
会及び監査等委員会において、主に司法書士としての専門的知見
から、当社のコンプライアンス体制の構築・維持につき意思決定
の妥当性・適正性を確保するため、公平中立な立場から適宜発言
を行っております。

③ 責任限定契約の内容の概要

当社は会社法第427条第１項の規定に基づき、社外役員全員と同法第423

条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づ

く賠償の限度額は法令が規定する責任限度額であります。
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５．会計監査人の状況
(1) 会計監査人の名称 監査法人アリア
(注)当社の会計監査人でありましたフロンティア監査法人は、2022年12月30日開催の第77回定時

株主総会終結の時をもって退任いたしました。

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

監 査 法 人 ア リ ア フロンティア監査法人

当事業年度に係る会計監査人の報酬の額 21,818千円 20,239千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき
金銭その他の財産上の利益の合計額

21,818千円 20,239千円

(注) 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく
監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度
に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

(3) 会計監査人の報酬等について監査等委員会が同意した理由

当社監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状

況及び報酬見積りの算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証

を行った上で、会計監査人の報酬等の額について会社法第399条第１項の同

意の判断をいたしました。

(4) 会計監査人の解任または不再任の決定方針

監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任

に関する議案の内容を決定します。

また、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める項目に該当すると認め

られる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたしま

す。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集さ

れる株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたし

ます。

(5) 責任限定契約の内容の概要

当社と会計監査人監査法人アリアは、会社法第427条第１項の規定に基づき、

同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当

該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、当社の会計監査人として在職中に

報酬及び職務執行の対価として当社から受け、または受けるべき財産上の利

益の額の法令で定める事業年度の合計額に２を乗じた額であり、法令が定め

る額を限度としております。
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６．会社の体制及び方針
当社は、会社法及び会社法施行規則に定める「業務の適正を確保するための体

制」について取締役会において決議しております。その概要は以下のとおりであり

ます。

(業務の適正を確保するための体制の概要）

① 取締役及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制

当社は、取締役及び従業員が法令及び定款を遵守するべき指針として行動規

範を制定します。その徹底をはかるため、コンプライアンスの取り組みを横断

的に統括する組織として、社長直轄の監査部を設置し、コンプライアンスの状

況を監査します。

これらの活動は定期的に取締役会及び監査等委員会に報告されるものとしま

す。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務の執行に係る情報の電磁的記録を含む文書の作成、保存及び廃

棄に関しては、文書管理規程を策定し、管理します。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

コンプライアンス規程に基づき、当社グループを取り巻くリスクを特定した

上で、適切なリスク対応をはかります。当社の担当取締役を当社グループ全体

のリスクに関する統括責任者として任命し、グループ全体のリスクを統括的に

管理します。監査部がグループ各社のリスク管理の状況を監査し、その結果を

定期的に取締役会に報告し、取締役会において改善策を審議・決定します。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

取締役会は原則月１回開催し、業務執行に係る重要な意思決定を行うととも

に、取締役の職務執行状況の監督を行います。取締役の職務執行に関する権限

及び責任については、職務権限規程その他の社内規程において明文化し、適時

適切に見直しを行います。

⑤ 当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

当社は、子会社各社にコンプライアンス担当者を置くとともに、監査部がグ

ループ全体のコンプライアンスを統括・推進する体制とします。また監査部に

よる子会社の業務監査を実施いたします。

⑥ 監査等委員会がその職務を補助すべく従業員を置くことを求めた場合におけ

る当該従業員に関する事項

現在、監査等委員会の職務を補助すべき従業員はいませんが、必要に応じて、

監査等委員会の業務補助のための監査等委員会スタッフを置くこととし、その

人事については、取締役と監査等委員会が意見交換を行います。

― 18 ―

2023年11月24日 15時00分 $FOLDER; 18ページ （Tess 1.50(64) 20230919_01）



⑦ 取締役及び従業員が監査等委員会に報告するための体制その他の監査等委員

会への報告に関する体制

当社は、取締役及び従業員が会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実の発

見をしたときは、法令に従い、直ちに監査等委員会に報告する体制を整備しま

す。また、監査等委員会は、取締役会のほか、重要な意思決定の過程及び業務

の執行状況を把握するため、監査部などの会議に出席するとともに、主要な稟

議書その他の業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役また

は従業員にその説明を求めることができる体制とします。

⑧ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査が実効的に行われることを確保するため財務経理部、人事総務部等の関

連部門が監査等委員会の業務を補助いたします。

(業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要)

当社は、業務の適正を確保するための体制について当社及び子会社の内部統

制システムの整備及び運用状況について継続的に調査を実施しており、その結

果を取締役会へ報告することにより、適切な内部統制システムの構築・運用に

努めております。

事業年度末において、監査等委員会による内部統制の整備・運用状況の評価

結果による重大な是正事項は存在しないことを確認しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2023年9月30日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 6,071,797 流 動 負 債 1,053,383

現 金 及 び 預 金 2,756,886 買 掛 金 241,533

売 掛 金 151,311 1年内返済予定の長期借入金 385,536

商 品 819,462 未 払 法 人 税 等 289,261

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 116 賞 与 引 当 金 10,867

販 売 用 不 動 産 1,514,097 株 主 優 待 引 当 金 64,783

未 収 入 金 3,495 そ の 他 61,401

そ の 他 830,241

貸 倒 引 当 金 △3,813

固 定 資 産 1,474,223 固 定 負 債 90,688

有 形 固 定 資 産 37,116 長 期 借 入 金 3,772

建 物 及 び 構 築 物 13,843 長 期 預 り 金 35,700

機 械 及 び 運 搬 具 1,580 退職給付に係る負債 24

工具、器具及び備品 6,224 資 産 除 去 債 務 29,687

土 地 0 繰 延 税 金 負 債 1,409

リ ー ス 資 産 15,467 そ の 他 20,094

無 形 固 定 資 産 1,029,031 負 債 合 計 1,144,072

の れ ん 983,554 純 資 産 の 部

そ の 他 45,477 株 主 資 本 6,323,306

投 資 そ の 他 の 資 産 408,075 資 本 金 6,633,604

繰 延 税 金 資 産 279,561 資 本 剰 余 金 4,652,655

そ の 他 128,613 利 益 剰 余 金 △4,962,911

貸 倒 引 当 金 △100 自 己 株 式 △41

新 株 予 約 権 78,642

純 資 産 合 計 6,401,948

資 産 合 計 7,546,020 負 債 ・ 純 資 産 合 計 7,546,020

(注) 記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

(自2022年10月１日
至2023年９月30日)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 10,586,030

売 上 原 価 7,531,715

売 上 総 利 益 3,054,315

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,550,768

営 業 利 益 1,503,547

営 業 外 収 益

受 取 利 息 11,343

受 取 配 当 金 103

還 付 消 費 税 等 3,407

還 付 加 算 金 1,098

そ の 他 6,738 22,690

営 業 外 費 用

支 払 利 息 48,449

そ の 他 599 49,048

経 常 利 益 1,477,189

特 別 利 益

新 株 予 約 権 戻 入 益 678

そ の 他 149 828

特 別 損 失

関 係 会 社 株 式 売 却 損 887 887

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,477,130

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 500,346

法 人 税 等 調 整 額 △76,373 423,973

当 期 純 利 益 1,053,156

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 －

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1,053,156

(注) 記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

(自2022年10月１日
至2023年９月30日)

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当 期 首 残 高
6,571,097 4,590,149 △6,016,068 △41 5,145,136

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行
－ － －

新 株 の 発 行

（新株予約権の行使）
62,506 62,506 125,013

親会社株主に帰属

す る 当 期 純 利 益
1,053,156 1,053,156

連結子会社株式の取得による持分の増減 － －

連結範囲の変動に伴う剰余金の増減 － －

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)

当期変動額合計
62,506 62,506 1,053,156 － 1,178,169

当 期 末 残 高
6,633,604 4,652,655 △4,962,911 △41 6,323,306

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

新株予約権 非支配株主持分 純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金 為替換算調整勘定
その他の包括利

益累計額合計

当 期 首 残 高
－ － － 82,533 － 5,227,670

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行
－

新 株 の 発 行

（新株予約権の行使）
125,013

親会社株主に帰属

す る 当 期 純 利 益
1,053,156

連結子会社株式の取得による持分の増減 －

連結範囲の変動に伴う剰余金の増減 －

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
－ － － △3,891 － △3,891

当期変動額合計
－ － － △3,891 － 1,174,278

当 期 末 残 高
－ － － 78,642 － 6,401,948

(注) 記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表
(2023年9月30日現在)

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 2,147,679 流 動 負 債 410,038

現 金 及 び 預 金 169,847 未 払 金 25,001

販 売 用 不 動 産 194,175 未 払 法 人 税 等 2,325

前 渡 金 356,687 関係会社短期借入金 300,000

関係会社短期貸付金 1,399,052 株 主 優 待 引 当 金 64,783

１年内回収予定の関係会社長期貸付金 343,000 そ の 他 17,928

未 収 消 費 税 等 2,418 固 定 負 債 41,132

関 係 会 社 未 収 入 金 11,121 退 職 給 付 引 当 金 24

そ の 他 387,623 関係会社事業損失引当金 11,439

貸 倒 引 当 金 △716,247 資 産 除 去 債 務 29,658

固 定 資 産 5,506,834 繰 延 税 金 負 債 9

有 形 固 定 資 産 1,395 負 債 合 計 451,171

建 物 0 純 資 産 の 部

車 両 運 搬 具 930 株 主 資 本 7,124,700

工具、器具及び備品 464 資 本 金 6,633,604

土 地 0 資 本 剰 余 金 7,241,383

無 形 固 定 資 産 45,133 資 本 準 備 金 6,673,170

ソ フ ト ウ エ ア 533 そ の 他 資 本 剰 余 金 568,213

ソフトウエア仮勘定 44,600 利 益 剰 余 金 △6,750,245

そ の 他 0 そ の 他 利 益 剰 余 金 △6,750,245

投 資 そ の 他 の 資 産 5,460,306 繰 越 利 益 剰 余 金 △6,750,245
関 係 会 社 株 式 5,361,229 自 己 株 式 △41

関係会社長期貸付金 115,000 新 株 予 約 権 78,642

差 入 保 証 金 99,066

そ の 他 10

貸 倒 引 当 金 △115,000 純 資 産 合 計 7,203,342

資 産 合 計 7,654,514 負 債 ・ 純 資 産 合 計 7,654,514

(注) 記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

(自2022年10月１日
至2023年９月30日)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 1,018,344

売 上 原 価 748,981

売 上 総 利 益 269,362

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 674,629

営 業 損 失 405,266

営 業 外 収 益

受 取 利 息 25,890

そ の 他 4,199 30,089

営 業 外 費 用

支 払 利 息 432

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 163,811

そ の 他 71 164,315

経 常 損 失 539,492

特 別 利 益

新 株 予 約 権 戻 入 益 678 678

特 別 損 失

関 係 会 社 事 業 損 失 引 当 金 繰 入 額 541 541

税 引 前 当 期 純 損 失 539,355

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 △313,914

法 人 税 等 調 整 額 141,944 △171,969

当 期 純 損 失 367,386

(注) 記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(自2022年10月１日
至2023年９月30日)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計
その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 6,571,097 6,610,663 568,213 7,178,877 △6,382,859 △6,382,859

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 － － －

新 株 の 発 行

（新株予約権の行使）
62,506 62,506 62,506

当 期 純 損 失 △367,386 △367,386

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 62,506 62,506 － 62,506 △367,386 △367,386

当 期 末 残 高 6,633,604 6,673,170 568,213 7,241,383 △6,750,245 △6,750,245

株主資本
新 株 予 約 権 純 資 産 合 計

自己株式 株主資本合計

当期首残高 △41 7,367,074 82,533 7,449,607

当期変動額

新株の発行 － －

新株の発行

（新株予約権の行使）
125,013 125,013

当期純損失 △367,386 △367,386

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
△3,891 △3,891

当期変動額合計 － △242,373 △3,891 △246,264

当期末残高 △41 7,124,700 78,642 7,203,342

(注) 記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2023年11月24日

株式会社アジアゲートホールディングス

取締役会 御中

監査法人アリア
東京都港区
代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 茂木 秀俊

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 山中 康之

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社アジアゲートホールディングスの2022年

10月１日から2023年９月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計
算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、株式会社アジアゲートホールディングス及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係
る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用にお
ける取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人
はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ
の他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注
意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その
事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した
監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの
合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の
注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。
監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企
業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結
計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監
査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監
査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部

統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ
と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するた
めにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。
以 上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2023年11月24日

株式会社アジアゲートホールディングス

取締役会 御中

監査法人アリア

東京都港区

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 茂木 秀俊

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 山中 康之

監査意見

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社アジアゲートホールディン

グスの2022年10月１日から2023年９月30日までの第78期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」

という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表

示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されて

いる。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、ま

た、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十

分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を

作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備

及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査

法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい

て、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があ

るかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候

があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に

は、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書

類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない

― 28 ―

2023年11月24日 15時00分 $FOLDER; 28ページ （Tess 1.50(64) 20230919_01）



計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用するこ

とが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成すること

が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基

づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す

ることにある。

計算書類等の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬によ

る重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から

計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性が

あり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる

場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに

対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、

意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監

査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連

する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の

見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手し

た監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要

な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められ

る場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性

に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明す

ることが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいている

が、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、

並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の

事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵

守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去

又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
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利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

以 上
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監査等委員会の監査報告

監査報告書

当監査等委員会は、2022年10月１日から2023年９月30日までの第78期事業年度の取締役の職務の

執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容

監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会

決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）の状況につい

て取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応

じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。

① 監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の

上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受

け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所におい

て業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及

び監査役等と意思疎通及び情報の交換をはかり、必要に応じて子会社から事業の報告を受

けました。

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証

するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説

明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するた

めの体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」

（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて

説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたし

ました。
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２.監査の結果

（1）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している

ものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反する重大な事実

は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内

部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘す

べき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人監査法人アリアの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果

会計監査人監査法人アリアの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2023年11月24日

株式会社アジアゲートホールディングス 監査等委員会

監 査 等 委 員 山本 光一 ㊞
監 査 等 委 員 藤本 一郎 ㊞
監 査 等 委 員 藤谷 彰男 ㊞

(注) 監査等委員山本光一氏、藤本一郎氏及び藤谷彰男氏は、会社法第２条第15号
及び第331条第６項に規定する社外取締役であります。

以 上
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株主総会参考書類

第１号議案 定款一部変更の件
１．変更の理由

当社は、建設事業を祖業とし、リアルエステート事業、リゾート事業、ホテ
ル事業、ヘルスケア事業と、その時代のニーズを捉え、取り込みながら成長し
てまいりました。この先、より激変する社会において、全てのステークホルダ
ーの皆様に意外性と驚きを与え続ける多芸多才な企業でありたい、想像力豊か
に新しい事業に取り組み続ける企業でありたい、という決意と願いを込めてこ
の度、「株式会社アジアゲートホールディングス」から新商号「株式会社
fantasista」に変更すべく、現行定款第１条（商号）を変更するものでありま
す。

２．変更の内容
変更の内容は以下のとおりであります。

（下線部分は変更箇所）

現行定款 変更案

（商号）
第１条 当社は、株式会社アジアゲート

ホールディングスと称し、英文で
はAsia Gate Holdings Co., Ltd.
と表示する。

（商号）
第１条 当社は、株式会社fantasistaと

称し、英文ではFantasista
Co., Ltd.と表示する。
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第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件
取締役（監査等委員である取締役を除く。）全員（５名）は、本定時株主総会終結

の時をもって任期満了となりますので、取締役（監査等委員である取締役を除く。）
５名の選任をお願いするものであります。
取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者

番 号

氏 名

（生年月日）

略歴、当社における地位、担当及び

重要な兼職の状況

所有する

当社の

株式数

１
田
た

野
の

大
だい

地
ち

（1970年2月10日生）

在任年数 ２年

1999年10月 スリープログループ株式会社

（現 ギグワークス株式会社）入社

2006年９月 株式会社ビーアイジーグループ

（現 株式会社エム・エイチ・グループ）執行役員

ラッシュネットワーク株式会社 取締役

2007年９月 株式会社ＳＪホールディングス

（現 株式会社CAICA DIGITAL)入社

2012年９月 SJI（Hong Kong）Limited 董事

2015年10月 ラオックス株式会社入社

2017年10月 株式会社木下グループホールディングス入社

2017年11月 株式会社木下福祉アカデミー代表取締役

2018年５月 株式会社トランク 取締役COO

2019年10月 株式会社アジアゲートホールディングス入社

ＩＲ推進室室長

2021年２月 株式会社AEテクノロジーズ

（現 株式会社ハンドレッドイヤーズ）取締役（現任）

2021年10月 NC MAX WORLD株式会社 取締役（現任）

2021年12月 当社 代表取締役社長（現任）

2022年６月 株式会社FAIRY FOREST 取締役（現任）

2022年９月 株式会社NSアセットマネジメント 代表取締役（現任）

2023年２月 株式会社SPACE HOSTEL 代表取締役（現任）

〔重要な兼職の状況〕

NC MAX WORLD株式会社 取締役

株式会社NSアセットマネジメント 代表取締役

株式会社ハンドレッドイヤーズ 取締役

株式会社FAIRY FOREST 取締役

株式会社SPACE HOSTEL 代表取締役

－株
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候補者

番 号

氏 名

（生年月日）

略歴、当社における地位、担当及び

重要な兼職の状況

所有する

当社の

株式数

２
齋
さい

藤
とう

顕
けん

次
じ

（1963年12月16日生）

在任年数 ２年

1987年４月 伊藤忠商事株式会社入社

2000年１月 山田建設株式会社入社

2005年10月 株式会社アースリー 取締役

2011年２月 株式会社Webplus Japan代表取締役（現任）

2013年３月 株式会社PAX創研

（現 株式会社メトロス開発）代表取締役

2015年４月 石山Gateway Holdings株式会社 執行役員

2016年６月 燦キャピタルマネージメント株式会社 取締役

2017年３月 SGPEジャパン株式会社 代表取締役

2017年３月 SUN BIOMASS.PTE.LTD Director

2020年８月 ルイ・コーポレーション株式会社 入社

2021年12月 当社 取締役（現任）

2022年１月 NC MAX WORLD株式会社 取締役（現任）

2022年２月 株式会社ハンドレッドイヤーズ 取締役（現任）

2022年６月 株式会社FAIRY FOREST 取締役（現任）

2023年６月 グローム・ホールディングス株式会社 取締役（現任）

〔重要な兼職の状況〕

株式会社Webplus Japan 代表取締役

NC MAX WORLD株式会社 取締役

株式会社ハンドレッドイヤーズ 取締役

株式会社FAIRY FOREST 取締役

グローム・ホールディングス株式会社 取締役

－株

３

伏
ふし

見
み

泰
やす

治
はる

（1950年８月４日生）

在任年数 ３年

1974年４月 大蔵省（現 財務省） 入省

1998年６月 同省主税局総務課長

2002年４月 常石造船株式会社監査役

2004年４月 同社代表取締役会長

2006年10月 ライフネット生命保険株式会社監査役

2007年１月 ツネイシホールディングス株式会社代表取締役会長

2012年１月 同社代表取締役会長兼社長

2016年１月 同社特別顧問

2017年９月 公益財団法人ツネイシ財団代表理事（現任）

2018年５月 株式会社乃村工藝社監査役

2020年12月 当社 取締役（現任）

2022年５月 株式会社乃村工藝社取締役（監査等委員）（現任）

[重要な兼職の状況]

公益財団法人ツネイシ財団 代表理事

株式会社乃村工藝社 取締役（監査等委員）

－株

４

埴
はい

原
ばら

茂
しげ

幸
ゆき

（1955年９月27日生）

在任年数 ２年

1975年10月 警視庁入庁

2016年３月 警視庁 警視

2016年４月 警視庁再任用

2017年４月 株式会社整理回収機構入社

2021年12月 当社 取締役（現任）

〔重要な兼職の状況〕

な し

－株
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候補者

番 号

氏 名

（生年月日）

略歴、当社における地位、担当及び

重要な兼職の状況

所有する

当社の

株式数

５

木
き

多
た

秀
ひで

夫
お

（1957年10月22日生）

在任年数 ２年

1983年９月 株式会社INGエンタープライズ 代表取締役

1992年９月 株式会社共立メンテナンス入社

1997年４月 株式会社共立メンテナンス 執行役員

2004年１月 株式会社ユーピーマネジメント 代表取締役（現任）

2021年12月 当社 取締役（現任）

〔重要な兼職の状況〕

株式会社ユーピーマネジメント 代表取締役

－株

※１．各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．取締役候補者伏見泰治氏、埴原茂幸氏及び木多秀夫氏は、社外取締役候補者で

あります。また、伏見泰治氏、埴原茂幸氏及び木多秀夫氏３名は、東京証券取
引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、届け出ております。伏見
泰治氏、埴原茂幸氏及び木多秀夫氏が再任された場合は、当社は引き続き同３
名を独立役員として指定する予定であります。

３．当社は、取締役候補者伏見泰治氏、埴原茂幸氏及び木多秀夫氏との間で、会社
法第427条第１項に基づき、会社法第423条第１項に定める賠償責任を限定する
契約を締結しており、当該契約に基づく責任限度額は、会社法第425条第１項の
最低責任限度額としております。各氏の再任が承認された場合は、各氏との当
該契約を継続する予定であります。

４．伏見泰治氏を社外取締役候補者とした理由及び期待される役割は、他社におい
て直接経営に関与された経験を有しており、これまで培ってきた豊富な経験等
により客観的な立場から当社の経営に適切な助言をいただくため、同氏を社外
取締役として選任をお願いするものであります。

５．埴原茂幸氏を社外取締役候補者とした理由及び期待される役割は、当社の企業
理念及び社会的使命に共感していただけるとともに、同氏の警察機関における
豊富な経験と高い見識を当社の経営に反映することができるため、社外取締役
としての選任をお願いするものであります。

６．木多秀夫氏を社外取締役候補者とした理由及び期待される役割は、当社の企業
理念及び社会的使命に共感していただけるとともに、同氏の企業経営に関する
豊富な経験と高い見識を当社の経営に反映することができるため、社外取締役
としての選任をお願いするものであります。

７．当社は、会社法第430条の３第１項に基づき、役員等賠償責任保険契約を保険会
社との間で締結しており、被保険者である当社の取締役が会社役員としての業
務につき行った行為（不作為を含みます。）に起因して損害賠償請求がなされた
場合に、被保険者が被る損害賠償金や訴訟費用等が補填されます。保険料は全
額当社が負担しております。すべての取締役候補者は当該保険契約の被保険者
に含まれることとなります。なお当社は、当該保険契約を役員の任期途中に更
新することを予定しております。

― 36 ―

2023年11月24日 15時00分 $FOLDER; 36ページ （Tess 1.50(64) 20230919_01）



第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

現在の監査等委員である取締役全員（３名）は本総会終結の時をもって任期満了

となりますので、監査等委員である取締役３名の選任をお願いするものであります。

なお、本議案の提出につきましては、監査等委員会の同意を得ております。

監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者

番 号

氏 名

（生年月日）

略歴、当社における地位、担当及び

重要な兼職の状況

所有する

当社の株式数

１

やまもと こういち

山 本 光 一
（1953年7月15日生）

在任年数 ２年

1978年４月 東京国税局入局

1978年７月 葛飾税務署

1982年７月 下谷税務署

1985年７月 東京国税局

1988年７月 日本橋税務署

1991年７月 東京国税局

1994年７月 麹町税務署

1997年７月 四谷税務署

2000年７月 玉川税務署

2004年７月 渋谷税務署

2005年８月 税理士登録

2006年６月 東京税理士会東村山支部法対策委員就任

2008年４月 山本光一国際会計事務所 所長（現任）

2009年６月 東京税理士会四谷支部法対策委員就任

2015年６月 東京税理士会四谷支部研修委員就任（現任）

2021年12月 当社 取締役（現任）

[重要な兼職の状況]

山本光一国際会計事務所 所長

－株

２

ふじもと いちろう

藤 本 一 郎
（1975年11月16日生）

在任年数 ４年

2001年10月 弁護士法人淀屋橋・山上合同 アソシエイト

2006年９月 Squire Sanders（現 Squire PattonBoggs）

ロサンゼルス事務所 客員弁護士

2007年９月 上海上海兆辰匯亜律師事務所

（現 上海上海瀾亭律師事務所）客員弁護士

2007年９月 弁護士法人淀屋橋・山上合同 社員

2017年４月 弁護士法人創知法律事務所 代表社員（現任）

2019年12月 当社 取締役（現任）

2022年11月 グローム・ホールディングス株式会社 代表取締役社長

就任

2023年６月 グローム・ホールディングス株式会社 代表取締役会長

（現任）

〔重要な兼職の状況〕

弁護士法人創知法律事務所 代表社員

公益財団法人中辻創智社 理事

深圳鑫金浪電子有限公司 副董事長

扶和ドローン株式会社 監査役

神戸大学法科大学院 非常勤講師

グローム・ホールディングス株式会社 代表取締役会長

－株
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候補者

番 号

氏 名

（生年月日）

略歴、当社における地位、担当及び

重要な兼職の状況

所有する

当社の株式数

３

ふじたに あきお

藤 谷 彰 男
（1950年７月８日生）

在任年数 ２年

1976年10月 桜ヶ丘司法書士事務所

(現 ふじたに司法書士事務所）開設 所長

（現任）

2019年12月 NC MAX WORLD 株式会社 監査役（現任）

2021年12月 当社 取締役（現任）

[重要な兼職の状況]

ふじたに司法書士事務所 所長

NC MAX WORLD 株式会社 監査役

－株

※１．各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２．山本光一氏、藤本一郎氏及び藤谷彰男氏は、監査等委員である社外取締役候補

者であります。また、監査等委員の山本光一氏、藤本一郎氏及び藤谷彰男氏と

の間で会社法第423条第１項に定める賠償責任を限定する契約を締結しており、

当該契約に基づく責任限度額は、会社法第425条第１項の最低責任限度額として

おります。各氏の再任が承認された場合は、各氏との当該契約を継続する予定

であります。

３．山本光一氏を監査等委員である社外取締役候補者とした理由及び期待される役

割は、国税専門官及び税理士としての豊かな専門知識と豊富な経験を活かし、

会計及び税務に関する精通した知見を有しており、当社の社外取締役として充

分な監査・監督機能を発揮いただけるものと判断していることから、監査等委

員である社外取締役候補者として選任をお願いするものであります。

４．藤本一郎氏を監査等委員である社外取締役候補者とした理由及び期待される役

割は、同氏の長年にわたる法律家としての職歴を通じて、豊富な経験と高い見

識・専門性を有しております。法律の専門的見地から、経営と独立した立場に

おいて取締役会の意思決定機能や監督機能の実効性が期待できることから、監

査等委員である社外取締役として選任をお願いするものであります。

５．藤谷彰男氏を監査等委員である社外取締役候補者とした理由及び期待される役

割は、1976年より司法書士事務所を開設し、長年にわたる司法書士としての職

歴と監査役としての豊富な経験と高い見識・専門性を有しており、企業におけ

る上場準備、組織再編、M＆A等企業法務に関する業務を専門としており、当該

分野における豊富な経験と見識を有しております。これらの経験及び実績を活

かし公正かつ透明性の高い判断が期待できることから、監査等委員である社外

取締役候補者として選任をお願いするものであります。

６．当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しており、被保険者

である当社の監査等委員が当社の会社役員としての業務につき行った行為（不

作為を含みます。）に起因して損害賠償請求がなされた場合に、被保険者が被る

損害賠償金や訴訟費用等が補填されます。保険料は全額当社が負担しておりま

す。全ての監査等委員候補者は当該保険契約の被保険者に含まれることとなり

ます。なお当社は、当該保険契約を役員の任期途中に更新することを予定して

おります。

以 上

― 38 ―

2023年11月24日 15時00分 $FOLDER; 38ページ （Tess 1.50(64) 20230919_01）



東京メトロ千代田線赤坂通り

浄土寺

ＴＢＳ赤坂
ＡＣＴシアター

ＴＢＳ
放送センター

赤坂保育園

鹿島ＫＩビル
赤坂
氷川公園

交番

赤坂
ＢＬＩＴＺ

赤坂
ザレジデンス

赤坂Ｂｉｚタワー

３ｂ出口

赤
坂
駅

ＴＫＰ赤坂
カンファレンスセンター

株主総会会場ご案内図

〒107-6190 東京都港区赤坂五丁目２番20号

赤坂パークビル 13階

ＴＫＰ赤坂カンファレンスセンター ホール13Ｄ

会場まで

●地下鉄

赤坂駅（東京メトロ千代田線）３ｂ出口より徒歩５分

◎会場へのお車でのご来場はご遠慮くださいますようお願い申し上げます。
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